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第１章　調査団派遣概要第１章　調査団派遣概要第１章　調査団派遣概要第１章　調査団派遣概要

１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的

　本年３月の調査団派遣中に第１フェーズサイトがマオイストに襲撃された事を受け、

以下の経緯をもってプロジェクトの継続が決定された。

(１) 安全確認調査団の調査結果概要

　安全確認調査団が４月に派遣され、本プロジェクトについての対応は以下の

とおり。

１) 青年海外協力隊は、他の安全な地域への配置転換を行い、サイトへの再派

遣は行わない。

２) 派遣専門家はポカラ常駐とし、サイトへの調査・指導等は行わず、専門家

の出張に替えて、C/P に対するポカラ事務所における研修・訓練を行うこと

によりプロジェクトを継続実施する。また、ポカラ事務所、専門家住居に対

する巡回警護の強化を「ネ」側に強く申し入れる。

３) C/P のサイトへの派遣については、その安全にも配慮しつつ派遣方法等に

つき「ネ」側と十分協議を行いつつ、派遣の可否を決定する。

４) サイト事務所が攻撃対象になったことに鑑み、サイト事務所は閉鎖する。

(２) プロ技の継続にかかる要員の活動範囲

　安全確認調査団の調査結果を踏まえ、JICA の安全配慮義務につき、法務室

等に確認した結果プロジェクトの関係者の活動範囲は以下のとおりとする。

P/J 関係者 活動範囲 備考

JICA 専門家 全ての活動はポカラのみ。日
帰りのサイト訪問もしない。

JICA 雇 用 の NGO
（M/P チーム）及
び MD チーム

日本人専門家の活動と同じ基
準により取り扱う。

日本人専門家と区別した
基準の作成は、法的にも
道義的にも不可。

モチベータ 先方政府の雇用で先方政府の
責任と指示の下に活動する場
合は、活動の制限はない。

JICA 専門家が実質的に業
務指示を行うことは控え
る。

C/P 先方政府の本来業務の範囲内
で先方政府の責任と指示の下
に活動する場合は、活動の制
限はない。
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　なお、上記の活動範囲については、治安状況が大きく改善され、大使館、ネ

パール事務所及び安全管理課がサイトの安全を確認した場合にのみ見直しを行

う。

　上記、プロジェクト関係者の活動範囲を踏まえ、プロジェクト体制の変更事

業につきプロジェクト及び先方実施機関と協議し、1999 年７月に署名された

R/D の修正をするとともに、PDM、PO の承認等にかかる協議内容をミニッツに

まとめ署名を行うことを目的に派遣された。

１－２　調査団構成１－２　調査団構成１－２　調査団構成１－２　調査団構成

団長 狩野　良昭（JICA 森林・自然環境協力部長）

参加型流域管理 嶋崎　　省（林野庁経営企画課）

計画管理 小林　　花（JICA 森林環境協力課ジュニア専門員）

１－３　調査団日程１－３　調査団日程１－３　調査団日程１－３　調査団日程

　平成 12 年８月 19 日～26 日　８日間

日順 月日（曜日） 行　　程

１ ８月 19 日（土） 移動（成田→バンコク）

２ ８月 20 日（日） 移動（バンコク→カトマンズ）

３ ８月 21 日（月） 土壌流域管理局打ち合わせ
森林土壌保全省打ち合わせ
JICA ネパール事務所打ち合わせ
日本大使館打ち合わせ
移動（カトマンズ→ポカラ）

４ ８月 22 日（火） カスキ郡・パルバット郡土壌保全事務所長打ち合わせ
移動（ポカラ→クスマ）
パルバット郡郡開発委員長と打ち合わせ
移動（クスマ→ポカラ）

５ ８月 23 日（水） カスキ郡郡開発委員長と打ち合わせ
移動（ポカラ→カトマンズ）
日本人専門家と打ち合わせ

６ ８月 24 日（木） 合同調整委員会
ネパール事務所報告

７ ８月 25 日（金） 移動（カトマンズ→バンコク）

８ ８月 26 日（土） 移動（バンコク→成田）
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１－４　主要面談者１－４　主要面談者１－４　主要面談者１－４　主要面談者

(１) ネパール政府関係者

Mr. Rabi B.Bista, Secretary, MFSC

Mr. Sharad K.Rai, Planning Officer, MFSC

Mr. Mohan Prasad Wagley, Director General, DSCWM, MFSC

Mr. Prakash Regmi, DSCO Kaski, MFSC

Mr. Ramesh Baral, DSCO Parbat, MFSC

Mr. Sarad Babu Pageni, Mid-level Technician, DSCO Kaski

Mr. Shiv Shankar Shah, Mid-Level Technician ,DSCO Kaski

Mr. Yam Prasad Pandey, Mid-Level Technician, DSCO Kaski

Mr. Prakash Thapa, Mid-Level Technician, DSCO Kaski

Mr. Bishun Dev Yadav, Mid-Level Technician, DSCO Kaski

Mr. Hari Bahadur Yonzan, Mid-Level Technician, DSCO Parbat

Mr. Binay Kumar Jha, Mid-Level Technician, DSCO Parbat

Mr. Ganesh Bhandari, Mid-Level Technician, DSCO Parbat

(２) 郡開発委員会

Mr. Punya Poudel, Chairman, District Development Committee, Kaski

Mr. Ganesh Timilsina, Chairman, District Development Committee, Parbat

(３) 日本大使館

家元　書記官

(４) JICA ネパール事務所

長谷川　所長

矢部　次長

殿川　所員
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(５) 長期専門家

桂川　裕樹 （プロ技専門家：チーフアドバイザー）

一方井真紀 （プロ技専門家：調整員）

星　　陽子 （プロ技専門家：社会・ジェンダー）

武田　義昭 （プロ技専門家：流域管理）

平林　淳利 （プロ技専門家：村落振興）

小田　康子 （個別派遣専門家：協力隊チーフアドバイザー）



－41－

第２章　調査結果総括第２章　調査結果総括第２章　調査結果総括第２章　調査結果総括

　ネパール村落振興・森林保全計画Ⅱ運営指導調査団は８月 20 日から８月 25 日まで

ネパールを訪問し、森林土壌保全省次官をはじめ、土壌保全流域管理局並びにその傘

下の現場のカスキ郡・パルバット郡土壌保全事務所の関係者、両郡の郡開発委員会議

長及び専門家、JICA 事務所、在ネパール日本大使館と意見交換を行った。３月に発

生したマオイストグループの襲撃事件により、必要となった計画の変更及び一層の治

安に対する配慮についてネパール政府関係者と協議した内容は R/D、M/M に取り纏め、

８月 24 日の合同調整委員会にて署名された。調査の概要は次のとおりである。

(１) 昨年７月にフェーズ２が開始されて以来、日本人専門家チームは土壌保全

流域管理局の両郡の土壌保全事務所と精力的に取り組み方を検討してきた。そ

の中で双方によって確認されたアプローチは３月のマオイストグループの襲撃

事件により日本側の協力方法が：

１) 緑の推進協力計画の青年海外協力隊員は、他の安全な地域への配置転換を

行い、サイトへの再派遣は行わない。

２) 日本側が雇用しているスタッフ（NGO）についても安全配慮義務が生じる

ことから契約を取りやめる。

３) 日本人専門家は現場の村落への立ち入りを行わない。

という大幅な変更を余儀なくさせられたにもかかわらず、プロジェクトの基

本的アプローチは変更することなく、限られた範囲内で最も現実性のある計画

策定を進め、それらは、Operational Guideline として纏められた。(参考資

料３）この検討過程の中で、専門家チームは頻繁に打ち合わせを重ね、ネパー

ル側関係者はフェーズ１プロジェクトの成果を教訓として、一層 ownership の

自覚を強化し、主体的に取り組む姿勢が顕著になった。このことは、土壌保全

事務所での打ち合わせや、郡開発委員会議長のプロジェクトへの期待の表明の

中で確認された。

(２) 調査団は、全ての関係者との打ち合わせの中で、日本人専門家の安全につ

いて一層の配慮を要請すると同時に、日本側が専門家の安全配慮に重大な関心

を持っていることを強調した。３月以降は、プロジェクト協力対象地域ではマ

オイストの活動は見られないが、例年雨季には活動が低調となるのが一般的と

言われており、今後の動向を注意深く見守る必要がある。

　本年秋には、安全確認調査団の派遣が計画されているところ、調査結果を踏
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まえ、今後とも安全には十分配慮したプロジェクト実施が望まれる。現場関係

者との意見交換、現地調査を通じて、調査団は、情勢が沈静化しており、専門

家、ネパール側関係者には心理的圧迫感は今のところ大きくないような感触を

得た。協力対象地域の情報のみならず、ネパール政府とマオイストグループと

の和解の動き、他の地域でのマオイストの動向など、マクロ的視点での分析を

踏まえた安全確認調査団の調査結果を待ちたい。

(３) 専門家チームが、ネパール関係者と協議を重ね策定したフェーズ２協力の

進め方について調査団として印象深かった点を特筆する。

１) プロジェクトの現場の実施主体の単位を、フェーズ１時の Users’ Group か

ら集落保全委員会（WCC：Ward Conservation Committee）としたこと。

Users’ Group の存在意義はサブ・プロジェクトの終了によって消滅すること

が多いが、行政の最小単位である WCC は、継続して ward が直面する問題に

対応していく組織であり、住民自らが、将来の集落の望ましい状態を考える

基礎を強化することになる。

２) JICA が契約した NGO の活用を中止し、土壌保全事務所が雇用するモチベー

タを各村に２名ずつ配置する事にしたこと。この変更によって土壌保全事務

所の関わりが、体制的にもしっかり整備され、カウンターパートである土壌

保全事務所のスタッフのプロジェクトへの ownership の自覚が高まった。

３) Ward 当りに投下する予算が、フェーズ１では一律 20 万ルピーであったが、

フェーズ２では 10 万ルピーから 30 万ルピーの範囲とし、ward の世帯数サイ

ズに対応して柔軟に対応することとした。このことによりフェーズ１では結

果的に一世帯当り約 4000 ルピーの予算を投下していたが、フェーズ２では

2500 ルピーと減額された。この変更により、ネパール政府が、1994 年以降

地方分権化政策の一環として押し進めている１VDC 当り 50 万ルピーを交付

する政策（１ward 当りに平均換算すると３年間で約 20 万ルピー）とほぼ類

似の規模となったことから、協力終了後、本協力で得られた経験、教訓がネ

パールの既存の政策に円滑に活用される可能性が高まることとなった。

４) フェーズ１では、非優遇的な扱いを受けている住民が主体的に村落資源管

理に参加出来るよう、これら住民に対して能力向上のための活動を行なって

いたが、フェーズ２においても、 POWER プログラム（ Poor people,

Occupational caste and Women’s Empowerment for Resource management）

という特別なプログラムを実施することになっている。南西アジア諸国にお
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いても、ネパールは女性の平均寿命が男性を下回る唯一の国で、しかも、そ

の寿命は 57.6 才と短い。このことは、女性が厳しい環境に置かれているこ

とを表している。

　ネパール政府も、公選によって選ばれる５名の地方自治組織委員のうち

20％を女性や非優遇的な扱いを受けている住民への特別席として割り当てて

おり、POWER プログラムの実施を通して、ネパール政府の押し進めている

ジェンダー指針を更に強化し、女性や非優遇的な扱いを受けている住民が主

体的に村落資源管理に参加出来るようになることを期待したい。

(４) 昨年４月、パリで開催されたネパール国援助国会議（Nepal Development

Forum）において、ネパール政府は、貧困削減に向けた住民参加型のプロジェ

クトを行なうための貧困軽減基金（PAF: Poverty Alleviation Fund）を提唱

した。また、世銀及び IMF は国家開発戦略の中の貧困削減に焦点を絞った、貧

困削減戦略ペーパー（PRSP：Poverty Reduction Strategy Paper）に基づく協

力を考えている。本プロジェクトは貧困削減を上位目標として、住民参加のも

と地方行政組織を活用し、プロジェクトを推進していく等、その目的、手法等

は類似しており、本プロジェクトの実施を通じてネパール国の第９次国家５ヵ

年計画、PAF 戦略の実施に対し、支援の強化の役割を果たすこととなると思わ

れる。今後は本プロジェクトの成果を積極的にネパール政府各機関及び援助機

関に啓蒙するように努め、それらの機関との意見交換を通じて本プロジェクト

で確立される手法がネパール山間部地域において貧困軽減のためのモデル事例

を提案する存在になることを期待したい。また、このことにより、山間の住民

と密接に関わる森林土壌保全省及びそのカウンターパートが貧困軽減と国家戦

略の一翼を担い、重要な役割を果たしているという自覚が強化されることを期

待したい。
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第３章　プロジェクト活動状況及び問題点第３章　プロジェクト活動状況及び問題点第３章　プロジェクト活動状況及び問題点第３章　プロジェクト活動状況及び問題点

３－１　各協力分野の進捗状況３－１　各協力分野の進捗状況３－１　各協力分野の進捗状況３－１　各協力分野の進捗状況

　2000 年３月のマオイストによる襲撃事件の結果を踏まえ、この間のプロジェクト

活動としては、対象村落における活動の停止、対象村落に設置したサイト事務所など

の閉鎖・撤収、JOCV 及び NGO の離脱など組織の組み替えなどの措置を進める一方、新

たなスキームの検討、C/P 機関などとの打ち合わせ、必要な研修・訓練を実施してき

たところである。今回の合同調整委員会の開催における、R/D の修正、M/M の取り決

め、PDM、PO の承認をへて対象村落での活動開始などプロジェクトの再開となる。

(１) 流域管理分野

　主要な活動内容としては、１）CBWMP、CRMP、AAP 作成の支援、２）流域管

理関連の研修・訓練の企画・実施等である。

１) CBWMP、CRMP、AAP の作成の支援

　資源管理のための見通し（CBWMP)、村落資源管理計画（CRMP)、年間活動

計画（AAP）は、WCC が主体となって、DSCO 中堅技術者及びモチベータのサ

ポートを受けて立案され、VDC、DDC の意見を聞いた上で承認される。WCC は

住民とともに、村落全体の資源状況を把握し、現在の問題点を認識するとと

もに望ましい将来の姿を描き、そのために達成すべき中期的課題（緊急度、

現実性、受益者数などから判断）として CRMP を立案し、これに基づいて単

年の事業を実施していく。流域管理分野の専門家としては、今後、WCC の設

立とともに、プロジェクト活動を通じて WCC と住民に対して OJT の形で支援

することとなる。

２) 流域管理関連の研修・訓練の企画・実施

　カスキ郡・パルバット郡の DSCO 中堅技術者を対象に技術訓練を実施し、

事業積算、監督、検査などの実務訓練を行うとともに、今後の中堅技術者の

役割について意見交換を行っている。

　また、MD チーム（多分野にわたる支援をするチーム）を構成員となるエン

ジニアを採用、研修旅行及び訓練を実施し、新体制下の事業を今後どの様に

進めるか相互に確認しつつ、今後サイトでの活動が円滑に進むようにしてい

る。
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(２) 社会・ジェンダー分野

　主要な活動内容としては、１）POWER プログラムの総括、２）社会ジェン

ダー関連訓練・研修の企画・実施等である。

１) POWER プログラムの総括

　貧困層、職業カースト、女性など非優遇的な取り扱いを受けている住民の

能力向上を図るための特別プログラムであり、具体的な事業としては、女性

に限った、成人識字教室及び収入向上（生活改善）事業を行うこととしてい

る。これら事業をへて、非優遇的な取り扱いを受けている住民が村落資源管

理に主体的に参加ができるようにし、公正で持続的な資源管理を実現して行

こうとするものである。

２) 社会ジェンダー関連訓練・研修の企画・実施

　モチベータ及び新任 DSCO 中堅技術者に対するジェンダー研修を実施し、

社会・ジェンダーに関する基礎知識を深めている。

(３) 村落振興分野

　主要な活動内容としては、住民参加型アプローチの計画・実施、地方自治体

との連携、NGO、CBO との連携にかかる企画調整などである。

　プロジェクトの再開に向けた準備として、DSCO 職員と協議の上、今年度、

来年度の研修・訓練計画の作成、マニュアルの整備を進めている。また新

Operational Guideline の作成及び地方行政機関を含む全プロジェクト関係者

への説明会の計画・実施を行っている。さらにモニタリング計画・実施要領の

まとめを行っている。

(４) 各種研修・訓練計画の実施

　本年５月以降、MD チーム研修、モチベータに対する住民参加型活動の入門

研修、モチベータ及び新任 DSCO 中堅技術者に対するジェンダー研修、モチ

ベータへの報告書作成訓練、中堅技術者に対する事業積算、監督、検査等実務

訓練と、村人と直接に接するスタッフの能力・見識向上のための研修訓練を実

施してきている。これら研修等において、C/P である DSCO 職員は、研修・訓

練に係る企画、準備、実施、評価の各段階に積極的に参画しており、自らの能

力を高めようとするなど主体的な取組が見られるようになってきている。
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３－２　専門家派遣計画３－２　専門家派遣計画３－２　専門家派遣計画３－２　専門家派遣計画

　長期専門家の派遣は、社会・ジェンダー及び流域管理分野の専門家が交代し、全専

門家が揃った。カウンターパートのオーナーシップを強化する観点からプロジェクト

後半での長期専門家の減員を検討する必要があることから、村落での活動が一サイク

ル終了する 2001 年夏頃に見直しを行う。

３－３　供与機材３－３　供与機材３－３　供与機材３－３　供与機材

　村落での活動が中心であることから、カウンターパートの村落での活動を支援する

機材となる。第１フェーズ後半からパソコンで各事業の見積りを行っており、ネパー

ルでは修理等が困難な Mac 機から Windows 機への切り替えを行っている。

　本年度の供与機材は：

デスクトップ　コンピュータ ６台

ラーザープリンタ ３台

ラップトップ　コンピュータ ６台

インクジェット ３台

UPS ６台

カメラ ２セット

測量用機材 ２セット

製図用機材 ６セット

四輪駆動車 １台

３－４　研修員受け入れ計画３－４　研修員受け入れ計画３－４　研修員受け入れ計画３－４　研修員受け入れ計画

　研修員受け入れについては、各専門分野の長期専門家とも相談し、個々のケースご

とに検討し良質な研修になるよう配慮している。本年度の研修員は以下の分野で受け

入れ予定である。

村落振興 Mr.Hari Bahadur Yonzan 2000 年 8 月19 日～10 月13 日

社会・ジェンダー Mr.Bidar Nath Sapkota 2000 年10 月 1 日～11 月18 日

流域管理 Mr.Hari Bhadra Acharya 2000 年 8 月13 日～11 月 5 日

３－５　ローカルコスト負担３－５　ローカルコスト負担３－５　ローカルコスト負担３－５　ローカルコスト負担

　緑の推進協力計画の終了に伴い、JICA 負担経費はプロ技予算に一本化する。なお、

従来はプロジェクト雇用であったモチベータ 20 名については、７月より土壌保全流

域管理局雇用となった。
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３－６　その他３－６　その他３－６　その他３－６　その他

　先方実施機関、プロジェクト双方からプロジェクトのスタートが遅れた分、１年間

の延長要請があったが、現時点でプロジェクトの延長を判断出来る時期にはないこと

から、中間評価・終了時評価時に延長又はフォローアップの実施について検討を行う

こととする。
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　1999 年３月事前調査団派遣時に比べて、DSCWM の予算で雇用されることとなったモ

チベータ（2000 年７月より）を除いても、25 名から 35 名に増員されているほか、全

土壌保全省職員でも数名しかいないと言われている、女性の中堅技術者がカスキ郡へ

配置されることとなっているなど、相手国政府の当該プロジェクト活動に対する理解

が一層深まりつつあり、また主体的な取組み姿勢が見られるようになっている。

　なお、現在空席になっているパルバット郡のオフィサーについては 2000 年８月中

に配置される見込みとのことである。

４－２　中央政府及び郡等との連携状況４－２　中央政府及び郡等との連携状況４－２　中央政府及び郡等との連携状況４－２　中央政府及び郡等との連携状況

(１) 地方自治体（郡、村）との連携

　ネパール政府では、今後のネパールにおける開発への取組について貧困削減

に焦点を絞り、その取組の中で地方分権化を中心的な課題としており、特に地

方の郡、村落レベルでの事業の計画、実施管理等を彼らの主導の下で進めてい

くことが極めて重要であるとしている。1995 年から実施されている UNDP によ

る参加型郡開発支援プログラムでは、村開発事業を支援することにより住民組

織を形成するとともに、事業を効果的に運営管理するために DDC、VDC を組織

強化し、地方分権化を通じ、貧困削減の支援を行っている。DDC、VDC につい

ては、組織機構、スタッフなどまだ十分なものと言えないが、このようなプロ

ジェクト等の実施を通じて、かなりの権限が付与されるようになっている。

　プロジェクトとしては、今回の事件に対する措置にあたり、事業の停止、組

織・体制の変化、今後の取組などについて、DDC、VDC に対し説明し理解を求

めたり、新たなスキームの概要についても説明し、今後の事業展開に当たり、

C/P 機関、JICA、地方自治体で進めていくことについて理解を求めるなど、地

方自治体との連携を図っている。また治安面での情報を入手する上でも地方自

治体との関係を密にすることが一層必要となっている。

　今後、DDC、VDC との日常的な連絡・協調を維持していくことがより一層重

要となっている。

(２) 中央政府との連携

　プロジェクトの C/P 機関である森林土壌保全省（MFSC）土壌保全流域管理

局（DSCWM）では、これまで JICA 負担であったモチベータの雇用経費を日本か

らの支援である KRII Fund を活用して支出するなど、プロジェクトに対する主

体的な取組が見られ、ネパール側のオーナーシップを醸成させつつ、プロジェ
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クトを円滑に推進していく上で今後とも、合同調整委員会等を通じて、連携強

化に努めていくことが重要である。

　また、郡における他の政府機関についても、POWER プログラムにおける成人

識字教室の実施にあたり、講師派遣、教材作成にかかる教育・文化・社会福祉

省出先機関からの支援、農業、畜産業など森林・林業以外の他分野における事

業実施に当たっては、技術面での支援として農業研修などを行うこととしてい

るが、そのために農業省など出先機関からの応援が必要であり、これら出先機

関との連携も今後、住民からのニーズに基づいて、図っていくこととしている。
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第５章　ネパール側との協議結果第５章　ネパール側との協議結果第５章　ネパール側との協議結果第５章　ネパール側との協議結果

５－１　今後のプロジェクト運営５－１　今後のプロジェクト運営５－１　今後のプロジェクト運営５－１　今後のプロジェクト運営

　先方実施機関関係者、JICA 派遣専門家、JICA ネパール事務所、国内委員と検討を

重ね、今後のプロジェクト体制を以下のとおりすることとし、本協議結果をミニッツ

に纏めた。

(１) プロジェクト支援内容

１) ターゲット・グループ

　第２フェーズで選定された 10 村についてはマオイスト襲撃以前に情報普

及活動が開始されており、村落住民のプロジェクトへの期待も高まっている

ため、対象村落は変更しない。

２) 基本的アプローチ

　｢住民自らが限られた予算の下、村落全体の資源を総合的に管理するため

の中期的な計画の立案・実行・評価」及び「女性及び社会的弱者への事業の

参画の推進」という基本的なアプローチは変更しない。但し、WCC や POWER グ

ループの組織化、CRMP や AAP の作成、事業の立案・実施・評価等サイトでの

活動を DSCO 職員及び住民が行うことに鑑み、具体的な手順・手法について

は、プロジェクト活動をとおしてカウンターパート及び住民の実施能力を見

極めつつ柔軟に変更していく。

３) 汚職防止

　今回の改定案では、当初の計画より村落における事業費を減額することと

するが、プロジェクト対象地以外の地域と比較すると比較的高額な投入が行

われることとなる。JOCV、NGO 等が不在となることよりサイトでの監視能力

の低下、しいては汚職・不正が発生する恐れもある。従って、不正があった

場合の厳しい罰則規定の設定、事業費執行状況の徹底した情報公開等、汚

職・不正を防ぐシステム作りを講ずることとする。

４) モニタリング

　プロジェクトサイトにおける計画の立案・実施・評価について、資源管理

やジェンダー等の面から成果、進捗、問題点を的確に把握し、専門家が適切

な助言・技術指導を行える様、土壌保全省技術者、モチベータ、WCC（ワー

ド保全委員会）より定期的に月報を提出させる等をもって、体系的なモニタ

リングを行う。
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５) DDC（郡開発委員会)、VDC（村開発委員会）との連携強化

　第１フェーズ当初と比較すると、地方行政もかなり機能しており、プロ

ジェクトへの期待も高いことから、DDC、VDC との連携を強化することで事業

の定着を図る。

(２) 投入

【人的投入】

１) 専門家の配置

　カウンターパートのオーナーシップを強化する観点からプロジェクト後半

での長期専門家の減員を検討する。村落での事業が一サイクル終了する 2001

年夏頃に減員対象分野を選定する。

２) NGO との契約解消

　６月末をもってネパール赤十字社カスキ支部と契約は解消済。

３) DSCO 中堅技術者

　従来通り各村に１名ずつ担当者を配置し、村落におけるプロジェクト側の

責任者的立場に立って、モチベータと共に村での活動を行う。

４) モチベータ

　７月より DSCWM の予算で 20 名（１村２名ずつ）雇用する。

５) M/D チーム（多分野専門チーム）

　プロジェクト後方支援グループとして JICA 予算で Field Coordinator,

Engineer 及び POWER Coordinator を各２名ずつ６名雇用する。フィールド

には入らないが、DSCO 中堅技術者、モチベータ、WCC 等に対してトレーニン

グや技術支援を行う。

【協力期間】

６) プロジェクト期間

　現時点でプロジェクトの延長を判断出来る時期にはないことから、中間評

価・終了時評価時に延長又はフォローアップの実施について検討を行う。

【予算】

７) 現地業務費

　緑の推進協力計画の終了に伴い、JICA 負担経費はプロ技予算に一本化する。

８) 予算額の減額

　JOCV、NGO が抜けた後の事業費の管理体制を考慮し、各ワードの予算を世

帯当たり Rs.4000 から Rs.2500 へ減額することにより、事業の質の確保を図
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る。また、一事業あたりの予算額の上限は 30 万ルピー、下限は 10 万ルピー

とする。

　第１フェーズではネパール政府の一村落あたりの開発予算の４倍近い予算

が毎年プロジェクトから投入されていた。上記の減額措置により、プロジェ

クトからの各村落への投入額は１年間におよそ 60 万ルピーになると見込ま

れている。これらは開発予算が 50 万ルピーであることからも、本プロジェ

クトの目標である住民自身による総合的村落資源管理のモデル開発がより持

続可能な形で実施可能となると考えられる。

(３) 安全確保のための措置

１) プロジェクトサイトの閉鎖

　プロジェクトサイト事務所は全て閉鎖済みであり、村役場より執務スペー

スを提供される予定。

２) 無線の撤去

　固定式無線機は撤去し、拡充済みの携帯及び車載無線機、既設電話回線、

飛脚等の総合的活用により全体の連絡体制を構築する。

３) 地方自治体との連携

　地方自治体との連携を強化し、情報の収集に努めると共に、安全が損なわ

れると判断された場合は速やかにプロジェクトを撤退する旨の覚書を DDC、

VDC と取り交わす。

４) 専門家の警備

　警察による専門家住居への巡回パトロールの強化を依頼する。

５) 夜間業務

　専門家、JICA 雇用スタッフの夜間業務を原則禁止する。

５－２　５－２　５－２　５－２　R/DR/DR/DR/D の修正、の修正、の修正、の修正、M/MM/MM/MM/M の署名の署名の署名の署名

　プロジェクトの改定に伴う、R/D の修正内容は：

・青年海外協力隊チーム派遣、緑の推進協力プロジェクト（Ⅱ）の撤退

・専門家の安全確保の要請

・合同調整委員会（JCC）より NGO を削除

　また、上記５－１の対処方針をまとめた M/M（案）の主な変更点及び協議事項は以

下のとおりである。

・プロジェクト開始の前提条件として、｢治安状況が大きく変化される」と言う
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表現を“drastically”あるいは“dramatically”を用いる予定であったが、先

方より単語の表現が強いことから“becomes normal”を使用したいと申し入れ

があった。専門家等より「治安が大きく変化する状況」については既に説明済

みであり、最終的な判断は JICA 事務所及び日本大使館が行う事になっている為、

先方の希望どおりとした。

・プロジェクトの透明性の確保について、プロジェクトでは“ Public

Information Act”と言う表現を通常業務で使用しているが、“Act”は法律的な

ニュアンスが強い事から、“public information activities”を使用すること

とした。

５－３　５－３　５－３　５－３　PDMPDMPDMPDM 及び及び及び及び POPOPOPO

　PDM、PO については、本年３月の運営指導調査の際に作成したものを、今回のプロ

ジェクトの改定に伴い、先方実施機関関係者及び JICA 派遣専門家と見直した結果、

指標の数値目標のみ削除することとした。（参考資料２）モニタリング・評価計画書

（実績記入表、評価項目）については、現時点では作成する事ができなかったことよ

り、近日中に、先方及び専門家で作成することとなった。
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〈資料編〉〈資料編〉〈資料編〉〈資料編〉
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